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議案乙第３２号 

令和７年度伊万里市一般会計補正予算（第８号） 

 

 令和７年度伊万里市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８９３，９８０千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３６，７２７，２９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することが

できる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第５条 地方債の追加・変更は、「第５表 地方債補正」による。 

  

 

令和７年１２月１日提出 

 

伊万里市長  深 浦  弘 信 
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103,176

令和６年度 176,699 令和６年度 176,699

－ － 令和８年度

8
土木費

5
都市計画費 雨水ポンプ場更

新事業
469,697

令和５年度 186,699

469,697

令和７年度 106,299 令和７年度

第２表　継続費補正（変更）

款 項 事業名
補　　正　　前 補　　正　　後

令和５年度 186,699

3,123

千円千円 千円

総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

千円
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61,050

10 教 育 費 2 小 学 校 費 小 学 校 施 設 環 境 改 善 事 業 64,427

8 土 木 費 2
道 路
橋りょう費

伊 万 里 駅 周 辺 施 設 改 修 事 業

款 項 事 業 名 金 額

千円

第３表　繰越明許費

2,1142 総 務 費 1 総務管理費 市 民 セ ン タ ー 管 理 運 営 事 業
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ス ク ー ル バ ス 運 行 業 務 委 託 料 令和８年度 117,164

第４表　債務負担行為補正（追加）

事 項 期 間 限 度 額

-7-



限 度 額
起債の
方 法

利 率 償還の方法 限 度 額
起債の
方 法

利 率
償還の
方 法

コミュニティセンター
改 修 事 業

3,900 4,800

道 路 改 良 等 事 業 153,000 168,100

都 市 下 水 路 事 業 56,800 55,200

公 営 住 宅 整 備 事 業 52,700 25,900

小 学 校 施 設 整 備 事 業 616,600 666,200

土木施設災害復旧事業 - 39,800

合 計 2,196,700 2,273,700

補正前
に同じ

第５表　地方債補正（追加・変更）

起 債 の
目 的

補 正 前 補　　　　正　　　　後

千円 千円

普通
貸借

  5.0％以内
(ただし利率
見直し方式
で借り入れ
る政府資金
及び地方公
共団体金融
機構資金に
ついて､利率
の見直しを
行った後に
おいては当
該見直し後
の利率）

　据置期間､
償還年限等
については､
借入先の定
める条件に
従う。
　ただし､市
財政の都合
により一部
繰上償還を
なし､若しく
は償還年限
を短縮し、
又は低利債
に借り換え
をすること
ができる。

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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１  特　別　職

報  酬 給  料 期末手当

長　　　　　等 2 0 20,412 6,798

議　　　　  員 20 100,440 0 33,690

その他の特別職 54 15,864 13,572 4,521

計 76 116,304 33,984 45,009

長　　　　　等 2 0 20,412 6,749

議　　　　  員 20 100,440 0 33,208

その他の特別職 54 15,535 13,572 4,488

計 76 115,975 33,984 44,445

長　　　　　等 0 0 0 49

議　　　　  員 0 0 0 482

その他の特別職 0 329 0 33

計 0 329 0 564

補正後

補正前

比　較

区　　　　分
職員数
(人)

給　　　与　　　費

給　与　費　明　細　書
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(単位：千円)

その他の手当 計

92 27,302 4,702 32,004

0 134,130 26,743 160,873

48 34,005 1,259 35,264

140 195,437 32,704 228,141

102 27,263 4,834 32,097

0 133,648 26,743 160,391

48 33,643 3,635 37,278

150 194,554 35,212 229,766

△ 10 39 △ 132 △ 93

0 482 0 482

0 362 △ 2,376 △ 2,014

△ 10 883 △ 2,508 △ 1,625

合　計 備　考
給    与    費

共 済 費
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２  一　般　職

(１)　総括

※（１）総括は、「ア　会計年度任用職員以外の職員」と「イ　会計年度任用職員」の合計である。

管理職特別
勤 務 手 当

215

226

△ 11 △ 28

特 殊 勤 務
手 当

940

968

154,617

154,554

区　 分

 職員手当の内訳

407

418

職員数
(人)

補 正 後

補 正 前

比  　較

(369)

(367)

(2)

△ 11 

報　　酬 給　　料

3,869,514

3,684,878

184,636

給　　　与　　　費

681,849

661,300

20,549

1,686,658

1,686,976

△ 318

1,501,007

1,336,602

164,405

職員手当 計

63

管理職手当

30,200

32,658

△ 2,458

時間外勤務
手 当

51,288

49,530

1,758

区　分

補正後

補正前

比　較

扶養手当
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(単位：千円)

21,279

住居手当

29,845

22,220

181,356

共　済　費 合　　計

4,559,682

4,378,326

備　　考

690,168

693,448

△ 3,280

148,872△ 2,820

45,330

児童手当

14,107

48,150 74,713

退職手当

223,585

929,601 23,430

期 末 勤 勉
手 当

943,708

△ 941

通勤手当

6,415

0

0

単 身 赴 任
手 当

0

552

△ 552

地域手当

0
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は短時間勤務職員数で、外数である。

比　較 1,758 △ 2,458 △ 190 △ 11 △ 28

226

補正後 51,288 30,200 153,884 215 940

 職員手当の内訳

区　分 扶養手当 管理職手当
時間外勤務
手 当

補正前 49,530 32,658 154,074

管理職特別
勤 務 手 当

特 殊 勤 務
手 当

968

413

比  　較 0 △ 1,058 155,681 154,623
（△ 2)

△ 11 

402

補 正 前
(15)

0 1,672,050 1,097,340 2,769,390

補 正 後
(13)

0 1,670,992 1,253,021 2,924,013

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

-54-



(単位：千円)

備　　考合　　計共　済　費

△ 2,520 148,872 △ 552 0

74,713 552

45,210 223,585 0 0

単 身 赴 任
手 当

2,897 157,520

0

5,434 △ 941 6,317

691,369 22,220 23,300 47,730

地域手当

696,803 21,279 29,617

期 末 勤 勉
手 当

住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当

533,433 3,302,823

536,330 3,460,343
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　イ　会計年度任用職員

比　較 253 0 8,673 98

238,232 130 420

△ 300

補正後

補正前 480

228

期 末 勤 勉
手 当

通勤手当 児童手当

733 0 246,905 120

 職員手当の内訳

区　分
時間外勤務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

0

5

30,013

※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　 常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員数で、外数
　 である。

比  　較 20,549 740 8,724
(4)

0

5

補 正 前
(352)

661,300 14,926 239,262 915,488

補 正 後
(356)

681,849 15,666 247,986 945,501

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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(単位：千円)

00

0 0

地域手当退職手当

0 0

△ 6,177 23,836

160,015 1,075,503

153,838 1,099,339

共　済　費 合　　計 備　　考
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(２)給料及び職員手当の増減額の明細　

　　ア　会計年度任用職員以外の職員　　

区　　分 増 減 額

給　　料 △ 1,058 １

給与改定に伴う 52,129 給料表改定分

増減分

２

その他の増減分 △ 53,187

職員手当 155,681 １

制度改正に伴う 29,268 期末勤勉手当

増減分 　支給月改定分 25,610

時間外勤務手当 3,626

退職手当 32

２

その他の増減分 126,413 扶養手当 1,758

管理職手当 △ 2,458

時間外勤務手当 △ 3,816

管理職特別勤務手当 △ 11

特殊勤務手当 △ 28

期末勤勉手当 △ 20,176

住居手当 △ 941

通勤手当 6,317

児童手当 △ 2,520

退職手当 148,840

単身赴任手当 △ 552

増減事由別内訳 説　　　　　明

新陳代謝及び異動等による
増減分
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　○給与改定の状況

区分 給与改定率

本年度 3.07％

前年度 2.94％

　○職員数の異動状況

区　分 職員数(人) その他(人) 計(人)

補正後 402 13 415

補正前 413 15 428

増　減 △ 11 △ 2 △ 13

　○改定の状況

　・期末手当

支給月数を年間0.025月分引上げ

　・勤勉手当

支給月数を年間0.025月分引上げ

(単位：千円)

備　　　　　　　　　　　　考

給与改定実施時期

令和 7 年 4月 1日

令和 6 年 4月 1日
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(３)会計年度任用職員以外の職員における給料及び職員手当の状況

 ア　職員１人当たり給与

行 政 職 技能労務職

341,291 385,800

413,506 426,206

42.7 53.9

336,280 377,533

357,644 392,478

42.6 54.2

 イ　初任給

行政職(一) 行政職(二)

高校卒 200,300 198,200

大学卒 232,000 －

区　　　　分

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

平均給料月額(円)

区　分

令 和 ７ 年
１２月１日現在

令 和 ７ 年
１ 月 １ 日 現 在

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

行政職(円) 技能労務職(円)

国の制度(円)

234,400 221,600

202,300 197,800
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 ウ　級別職員数

７級 17 4.5 ４級 15 93.7

６級
(3)
23

(15.0)
6.1

３級 1 6.3

５級
(8)
45

(40.0)
11.9

２級

４級
(1)
111

(5.0)
29.4

１級

３級 70 18.5

２級
(8)
55

(40.0)
14.5

１級 57 15.1

計
(20)
378

(100.0)
100.0

計 16 100.0

７級 16 4.2 ４級 17 94.4

６級 23 6.1 ３級 1 5.6

５級 39 10.3 ２級

４級
(4)
122

(17.4)
32.4

１級

３級
(12)

68
(52.2)

18.1

２級
(7)
59

(30.4)
15.6

１級 50 13.3

計
(23)
377

(100.0)
100.0

計 18 100.0

技能労務職

構成比
(％)

級
職員数
(人)

職員数
(人)

構成比
(％)

行　政　職

級

※（　）内は再任用職員数で、外数である。

令 和 ７ 年
１月１日現在

令 和 ７ 年
１２月１日現在

区　　分
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(級別の基準となる職務)

エ　期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員に係る支給率である。

オ　その他の手当

国の制度との異同 差　異　の　内　容

通勤手当

 

交通機関利用者
   ‥全額支給限度額同じ

交通用具使用者
　 ･･市域が広いため異なる

交通用具使用者
最高支給限度額が40,300円（国は38,700
円）であること

区　分

補正後
(1.200) (1.250) (2.45)

有
2.300 2.350 4.65

2.300 2.350 4.65

補正前
(1.200) (1.200) (2.40)

有
2.300 2.300 4.60

国の制度
(1.200) (1.250) (2.45)

有

３級 ２級

区　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置

１級

 副主査の職務
 又は相当職

 高度の知識又は経験を必要と
 する職員の職務又は相当職

 定型的な業務を行う職員の職務
 又は相当職

 備　考 
6月(月分) 12月(月分) (月分)

行政職
 部長の職務又は
 相当職

 課長の職務又は
 相当職

 副課長の職務
 又は相当職

 係長・主査の職務
 又は相当職

区　分 ７級 ６級 ５級 ４級
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7 103,176 51,588 46,400 5,188

6 176,699 88,349 79,500 8,850

23,550

補正後

5 186,699 93,349 84,000

計 469,697 234,847 211,300

8 3,123 1,561 1,400 162

9,350

5,3507 106,299 53,149 47,800

93,349 84,000 9,350

6 176,699 88,349 79,500 8,850

8
土木費

5
都市計画
費

雨水ポンプ場更
新事業

補正前

5 186,699

千円 千円 千円 千円

計 469,697 234,847 211,300 23,550

千円

継 続 費 に つ い て の 前 々 年 度 末 ま で の 支 出 額 、 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

款 項 事 業 名
補正前
補正後
の 別

全 体 計 画

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般
財 源国 県

支 出 金
地 方 債 そ の 他
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75.2 % 

112,045 112,045 23.8 % 

353,099

1,430 1,430

100.0 % 1,430 353,099 112,045 466,574 3,123

3,123 0.7 % 

353,099 75.2 % 

100.0 % 

0.3 % 

353,099

115,168 115,168

115,168 469,697

1,430

24.5 % 

353,099 353,099

千円 千円

1,430 0.3 % 

1,430

千円 千円 千円

前 々 年
度 末 ま
で の
支 出 額

前 年
度 末 ま
で の
支 出 額

当 該 年

度 支 出

予 定 額

当 該 年
度 末
ま で の
支 出
予 定 額

翌 年 度
以 降
支 出
予 定 額

継 続 費
の 総 額
に 対 す
る進捗率
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期 間 金 額 期 間 金 額
国 県
支出金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和８年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの
支 出 額 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限度額

前 年 度 末 ま で
の 支 出 額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般
財 源

117,164スクールバス運行業務委託料 117,164 117,164
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1 補正前の額 21,058,877 22,083,832 2,701,500 1,569,159 23,216,173

補 正 額 0 0 37,200 △ 377 37,577

補正後の額 21,058,877 22,083,832 2,738,700 1,568,782 23,253,750

　 補正前の額 9,965,211 9,469,189 442,700 933,618 8,978,271

(1) 総 務 補 正 額 0 0 900 △ 377 1,277

補正後の額 9,965,211 9,469,189 443,600 933,241 8,979,548

　 補正前の額 3,126,001 3,400,322 1,131,100 220,718 4,310,704

(6) 土 木 補 正 額 0 0 13,500 0 13,500

補正後の額 3,126,001 3,400,322 1,144,600 220,718 4,324,204

　 補正前の額 210,148 254,766 52,700 7,021 300,445

(7) 公 営 住 宅 補 正 額 0 0 △ 26,800 0 △ 26,800

補正後の額 210,148 254,766 25,900 7,021 273,645

　 補正前の額 4,713,122 5,893,920 736,400 225,685 6,404,635

(9) 教 育 補 正 額 0 0 49,600 0 49,600

補正後の額 4,713,122 5,893,920 786,000 225,685 6,454,235

2 補正前の額 473,834 477,287 32,400 59,989 449,698

補 正 額 0 0 39,800 0 39,800

補正後の額 473,834 477,287 72,200 59,989 489,498

　 補正前の額 347,862 365,170 28,100 44,748 348,522

(3) 土 木 補 正 額 0 0 39,800 0 39,800

補正後の額 347,862 365,170 67,900 44,748 388,322

　 補正前の額 21,534,847 22,561,564 2,733,900 1,629,568 23,665,896

補 正 額 0 0 77,000 △ 377 77,377

補正後の額 21,534,847 22,561,564 2,810,900 1,629,191 23,743,273

普 通 債

災 害 復 旧 債

合　　計

 （注）当該年度中起債見込額は、前年度からの繰越額537,200千円を含む。

当 該 年 度 末
現在高見込額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該年 度中
元 金 償 還
見 込 額

千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 の 前 々 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
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補 正 前 補 正 後 補 正 前 補 正 後 補 正 前 補 正 後 補 正 額

1 ． 2,846,517 2,943,361 2,790,063 2,885,939 95,876

2,325,410 2,422,254 2,272,332 2,368,208 95,876

2,282,500 2,379,344 2,259,674 2,355,550 95,876

均等割額 3,000円 69,670 73,095 99.0% 68,973 72,364 3,391

所 得 割 額 39,510,984 42,242,508 6.0% 1,923,963 2,017,382 99.0% 1,904,723 1,997,208 92,485

2 ． 4,258,849 4,467,988 4,155,656 4,362,913 207,257

4,223,733 4,432,872 4,120,540 4,327,797 207,257

4,145,769 4,354,908 4,108,456 4,315,713 207,257

土 地 60,346,781 61,408,368 1.4% 844,854 859,717 99.1% 837,250 851,979 14,729

家 屋 132,219,492 139,299,704 1.4% 1,851,072 1,950,196 99.1% 1,834,412 1,932,644 98,232

償却資産 103,560,149 110,356,734 1.4% 1,449,842 1,544,994 99.1% 1,436,793 1,531,089 94,296

固 定 資 産 税

現年課税分

令和７年度　市税歳入予算(１２月補正）説明書
（単位：千円）

科 目

課 税 標 準 額

税 率

調 定 見 込 額

収納率

収 入 見 込 額

市 民 税

個　人

固定資産税

現年課税分
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議案乙第３３号 

   令和７年度伊万里市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和７年度伊万里市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１１，３３２千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，００１，１９０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和７年１２月１日提出 

 

伊万里市長  深 浦  弘 信 
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１  一　般　職

(１)総括

補 正 後

補 正 前

比  　較

※（１）総括は、「ア　会計年度任用職員以外の職員」と「イ　会計年度任用職員」
　 の合計である。

給　　　与　　　費

1,126 1,872 5,740

32,83815,413 42,855

報　　酬 給　　料 職員手当

給　与　費　明　細　書

14,287 40,983 27,098

1,167

 職員手当の内訳

区　分

補正後

補正前

0

区　 分

(6)
11)

(6)
11)

(0)
0)

職員数
(人)

00 2,265

0

0

5,773

0

管理職手当

比　較

扶養手当
時間外勤務
手 当

管理職特別
勤 務 手 当

438

1,605

3,508
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(単位：千円)

※（１）総括は、「ア　会計年度任用職員以外の職員」と「イ　会計年度任用職員」

0

児童手当 退職手当

720 0

420 0

300

通勤手当

246

119 21,967

358 23,475

特 殊 勤 務
手 当

期 末 勤 勉
手 当

8,738

住居手当

568

324 322

239 151,508

339

備　　考

98,635

1,338 10,076

91,106

82,368

17,605

共　済　費

給 与 費

合　　計

108,711

計

16,267
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

補 正 後

補 正 前

比  　較

※（　）内は短時間勤務職員数で、外数である。

比　較 1,167 0 2,265 0

補正前 438 0 3,508 0

補正後 1,605 0 5,773 0

 職員手当の内訳

区　分 扶養手当 管理職手当
時間外勤務
手 当

管理職特別
勤 務 手 当

(0)
0)

0 1,872 5,342

(0)
11)

0 40,983 21,744

(0)
11)

0 42,855 27,086

報　　酬 給　　料 職員手当

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
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(単位：千円)

300 0239

119 16,613 324 322

1,110 15 246

420 0

17,723 339 568 720 0

住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当

358

8,610

特 殊 勤 務
手 当

期 末 勤 勉
手 当

7,214 1,396

84,063

62,727 12,726 75,453

69,941 14,122

合　　計 備　　考

計

共　済　費

給 与 費
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　イ　会計年度任用職員

補 正 後

補 正 前

比  　較

　※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの
　　通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の
　　勤務時間に比し短い職員数で、外数である。

比　較 0

補正前 0

0

0 5,354 0

398 0

補正後 0 0 5,752 0

 職員手当の内訳

区　分
時間外勤務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

期 末 勤 勉
手 当

(0)
0_

1,126 0 398

通勤手当

(6)
0)

14,287 0 5,354

(6)
0)

15,413 0 5,752

報　　酬 給　　料 職員手当

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
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(単位：千円)

0 0

0 0

0 0

1,4661,524 △ 58

児童手当 退職手当

24,648

19,641 3,541 23,182

21,165 3,483

合　　計 備　　考

計

共　済　費

給 与 費
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一般(3)(２)給料及び職員手当の増減額の明細　

　　ア　会計年度任用職員以外の職員　　

区　　分 増 減 額

給　　料 1,872 １

給与改定に伴う 1,392 給料表改定分

増減分

２

その他の増減分 480

職員手当 5,342 １

制度改正に伴う 1,002 期末勤勉手当

増減分 　支給月改定分 828

時間外勤務手当 174

２

その他の増減分 4,340 扶養手当 1,167

時間外勤務手当 2,091

特殊勤務手当 239

期末勤勉手当 282

住居手当 15

通勤手当 246

児童手当 300

増減事由別内訳 説　　　　　明

新陳代謝及び異動等による
増減分
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一般(4)

　○給与改定の状況

区分 給与改定率

本年度 3.07％

前年度 2.94％

　○職員数の異動状況

区　分 職員数(人) その他(人) 計(人)

補正後 11 0 11

補正前 11 0 11

増　減 0 0 0

　○改定の状況

　・期末手当

支給月数を年間0.025月分引上げ

　・勤勉手当

支給月数を年間0.025月分引上げ

(単位：千円)

備　　　　　　　　　　　　考

給与改定実施時期

令和 7 年 4月 1日

令和 6 年 4月 1日
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(３)会計年度任用職員以外の職員における給料及び職員手当の状況

 ア　職員１人当たり給与

行 政 職

326,818

378,515

39.5

345,409

351,227

37.3

 イ　初任給

高校卒

大学卒

国の制度(円)

行政職(一)

202,300 200,300

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

234,400 232,000

令 和 ７ 年
１ 月 １ 日 現 在

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

区　分 行政職(円)

区　　　　分

令 和 ７ 年
１２月１日現在

平均給料月額(円)
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   ウ　級別職員数

７級

６級

５級 1 9.1

４級 3 27.3

３級 4 36.3

２級 2 18.2

１級 1 9.1

計 11 100.0

７級

６級

５級 1 9.1

４級 1 9.1

３級 6 54.5

２級 1 9.1

１級 2 18.2

計 11 100.0

令 和 ７ 年
１月１日現在

令 和 ７ 年
１２月１日現在

区　　分

行　政　職

級
職員数
(人)

構成比
(％)
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(級別の基準となる職務)

エ　期末手当・勤勉手当

オ　その他の手当

国の制度との異同 差　異　の　内　容

通勤手当

 

交通機関利用者
   ‥全額支給限度額同じ

交通用具使用者
　 ･･市域が広いため異なる

交通用具使用者
最高支給限度額が40,300円（国は38,700
円）であること

区　分

補正前 2.300 2.300 4.60 有

国の制度 2.300 2.350 4.65 有

区　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置
 備　考 

6月(月分) 12月(月分) (月分)

補正後 2.300 2.350 4.65 有

３級 ２級 １級

 副主査の職務
 又は相当職

 高度の知識又は経験を必要と
 する職員の職務又は相当職

 定型的な業務を行う職員の職務
 又は相当職

区　分 ７級 ６級 ５級 ４級

行政職
 部長の職務又は
 相当職

 課長の職務又は
 相当職

 副課長の職務
 又は相当職

 係長・主査の職務
 又は相当職
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